別海町ふれあいランド指定管理運営業務仕様書

１　趣旨

別海町ふれあいランドの指定管理者が行う管理運営業務の内容及びその範囲等は、この仕様書によるものとする。

２　目的

　「町民の心身の健康と福祉、生活文化の向上を図るため保養、研修、交流を深め、知識と教養を高める場」として、指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。

３　管理運営の基本的な考え方

（１）管理運営にあたっては、２の目的を考慮すること。

（２）特定の個人、団体及びグループ等に対して、有利若しくは不利になるような取扱いはしないこと。

（３）効果的かつ効率的な管理運営を行い経費節減に努めること。

（４）地域の住民及び利用者の意見、要望等を管理運営に反映させること。

４　施設の概要

（１）名　称　　別海町ふれあいランド

（２）場　所　　別海町別海１４１番地１号ほか

（３）施設内容

・別海町グリーン広場　３４，１４５㎡（屋外ステージ、広場含む）

・別海町ふれあいキャンプ広場　２７，９９８㎡（管理棟、売店、コインランドリー２基、トイレ２ヶ所、ごみ置き場、駐車場、炊事場２棟、野外炉１８基、テントサイト、オートサイト、コンセント盤３基、残灰投棄炉１基、遊戯広場含む）

５　土地の概要

　別海町別海１４１番地１号ほか　６２，１４３㎡

６　指定期間

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。

７　開設期間等

開設期間については、別海町ふれあいランド条例に基づき次のとおりとする。

・４月２０日から１０月３１日

ただし、町長が特に認めるときは、開設期間及び利用時間を変更することができる。
８　管理業務等

（１）管理期間は通年管理とする。

（２）施設の管理に関する業務

①施設及び設備の保守点検に関する業務

・定期的に施設・設備の保守点検を行うこと。

・保守点検の内容は、指定管理する施設の消防設備保守点検とする。

・管理者は、善良な管理者の注意をもって施設・設備の維持管理を行い、常に良好な

状態に保つ義務を負う。

②施設及び設備の修繕に関する業務

・施設、設備の大規模改修以外の修繕を行うこと。

・修繕で指定管理者が負担する上限金額は２００千円とします。大規模改修など資本

的価値を高めるものや設備の更新については町の負担ですが、小規模修繕は指定管理

者の負担を基本とします。具体的な判断は個々に協議します。

③施設の清掃及び環境保全に関する業務

・施設の日常及び定期清掃を行うほか、衛生管理や適切なゴミの処理等を行うこと。

④外構等の管理に関する業務

・施設の外構及び駐車場等の管理を適切に行い、安全で清潔な状態に保つこと。

⑤施設の警備及び防火管理に関する業務

・施設の警備及び防火管理を適切に行い、利用者が安心して利用できる状態を保つ

こと。

⑥備品類の管理に関する業務

・町が設置した備品等を適切に管理すること。

⑦その他施設の管理に関する業務

（３）施設の運営に関する業務

①施設の受付及び案内に関する業務

②施設の利用の許可に関する業務

③施設の利用の促進に関する業務

④施設の利用料金の徴収に関する業務

⑤自主事業として行う業務

（４）施設の経営管理に関する業務

①人員の配置等に関する業務

・関係法令を遵守し、管理運営上必要な人員を配置すること。

②関係書類の整理に関する業務

・業務日誌、作業記録等の業務関係書類を作成し、保管すること。

③経理事務に関する業務

・会計諸帳簿等を備え、正確、適正に処理し、５年間保管すること。

・指定管理業務にする実施状況報告書及び収支決算報告書を正確、適正に処理し、５

年間保管すること。

・指定管理業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理することを目的として、本業

務等に固有の銀行口座を開設し、適切な運用を図ること。

・現金及び預金通帳等は、紛失及び不正行為が起きないよう適切に保管し、管理に細

心の注意を払うこと。

④防災、防犯等の危機管理

・危機管理マニュアルを作成し、これに基づく対策を講じること。

⑤管理運営上必要な研修に関する業務

・人材育成のための研修等を実施し、サービス業務の効率的な経営に取り組むこと。

⑥指定期間開始前の引き継ぎ事務

・指定期間の開始前に、管理業務が円滑かつ支障なく遂行できるように引き継ぎなど

の事前準備を行う場合、これに要する経費は全て当該団体の負担とする。

⑦指定期間終了に当たっての引き継ぎ事務

・管理者は、指定期間終了前に次期の管理者が円滑かつ支障がなく業務が遂行できる

ように引き継ぎを行うものとする。

（５）その他法律等により義務づけられている書類の作成と関係機関への提出

ア 施設設備の大規模な修繕及び改修についての提案

イ 経理事務など

（６）その他の業務

（７）指定管理者が行えない業務

　①使用料の強制徴収

　②不服申立てに対する決定

　③行政財産の目的外使用許可

　④使用料の減免の決定

９　管理運営に係る経費

（１）指定管理者が施設の管理運営を行うために要する経費は、指定管理者が負担するものとし、利用料金、自主事業等の収入のほか町からの指定管理料を充てる。

（２）施設の管理運営を行うために要する経費には、人件費、事務費、管理費、光熱水費、修繕費、負担金、運営費等全ての経費を含むものとし、事故及び自然災害等の特別な

場合を除き原則として支払わないこととする。ただし、修繕費については８（２）②

のとおりとし、見積には含めないこと。

10　危機管理等

（１）自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急事態、非常事態，不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、町をはじめ関係機関に通報するものとする。

ア 火災、事故等の緊急時における利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行うものとする。

イ 停電時等における施設の復旧を遅滞なく行うものとする。

ウ その他利用者に対する対応に万全を期するものとする。

（２）予防対策

ア 危機管理体制を築くとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随時訓練を行うものとする。

イ 消防署から指摘があった場合は、直ちに改善するものとする。

11　個人情報の保護と情報公開

（１）業務上知り得た個人情報については、別海町個人情報保護条例により適正な取扱いをしなければならない。

（２）住民が利用する公共施設の管理であることを認識し、別海町町情報公開条例により、その管理運営について透明性を高めるよう努めるものとする。

12　物品の帰属

指定管理者が利用料金等の収入で購入した物品のうち、次のものは町の所有となります。

ただし、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は町の承認を得なければなり

ません。また、指定管理者は物品管理簿を備えてその保管に係る物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について、定期的に別海町に報告しなければならない。

（１）備品

指定管理者が本業務の収入で購入した備品は、原則として町の所有物とします。このため、指定管理者の所有備品として購入するもの（社会通念上のもの及び本事業の収入で購入することができないと認められるもの）は、あらかじめ町と協議の上、購入するものとする。

◎ 町の所有となる備品

・別紙備品台帳に記載された備品を、更新するために購入する備品

　　２００千円以下の備品については指定管理者が負担することを基本とし、具体的な判断は個々に協議します。

◎ 指定管理者の所有となる備品

・別紙備品台帳に記載された備品以外で、町と事前協議の上、指定管理者の備品と決したもの

13　賠償責任と保険の加入

（１）賠償責任

指定管理者の責に帰すべき事由により、別海町又は第３者に損害を与えた場合には、指定管理者がその損害を賠償すること。

（２）保険の加入

賠償責任保険（身体賠償・財物賠償）に加入すること。

14　業務の再委託の禁止

指定管理者は業務範囲に掲げる全ての業務を一括して他の事業者に委託することはでき

ない。

ただし、一部及び部分的な業務の委託については、町と協議の上、専門業者に委託でき

る。

再委託可能業務

・清掃業務 ・消防設備保安業務 

・警備業務

・その他必要な業務

15　利用料金の減免

指定管理者は、減免の実施にあたっては町と協議すること。

16　事業計画

　指定管理者は、各年度の１０月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に揚げる内容を記載した事業計画を提出すること。

　・管理運営の体制及び本業務等の内容

・管理運営に要する経費の総額及び内訳

・その他別海町が必要と認める事項

17　業務報告書の提出

・毎月、業務日報に基づいて、業務報告書を作成し報告すること。

・会計年度終了後は、６０日以内に事業報告を行うこと。

18　指定管理者に対する監督・監査

町長は、公の施設の管理に適正を期するため、指定管理者に対し、その管理の業務及び

経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて報告を求め、実地検査又は必要な指示をすることができる。

19　事業実施状況の監視等
（１）モニタリング
町は、指定期間中の指定管理者の業務の実施状況を把握し、必要なサービス水準を確保するため、必要に応じモニタリングを行います。
モニタリングの結果、管理の基準や事業計画書に記載された事項等が達成されていない場合には、町は改善措置を講じる等の指導を行います。
さらに、必要な場合は業務の停止や指定の取り消しを行うことがあります。
ア 定期モニタリング
毎月、業務報告書を提出して頂き、町は当該報告に基づき状況確認を行います。
イ 随時モニタリング
必要に応じ、随時状況確認等を行います。
（２）利用者アンケートの実施
施設利用者の利便性の向上等の観点から必要に応じ、アンケート等により、施設利用者の意見・苦情等を聴取し、その結果及び対応状況について町に報告して頂きます。
（３）帳簿類等の提出要求
監査等に必要があると認める場合、指定管理者は帳簿書類その他記録を提出する必要があります。
20　協定の締結

業務仕様書の内容のほか、別海町公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例第

８条により、事業計画、利用料金、費用負担、委託料の額と支払い方法、個人情報の取扱い、事業の評価方法、指定取消による損害賠償の取扱いなど、両者の協議によりその詳細について協定を締結しなければならない。

21　その他
（１）指定管理者の履行責任に関する事項
ア 指定管理者は、施設利用の被災に対する第１次責任を有し、施設又は施設利用者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに別海町に報告しなければなりません。
イ 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はその恐れが生じた場合は、速やかに別海町に報告しなければなりません。
ウ 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項については、協定で定めることとします。
（２）事業の継続が困難となった場合の措置
ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合
指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、町は指定の取り消しをすることができるものとします。その場合は、町に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとします。
イ 当事者の責めに帰することができない事由による場合
不可抗力等、町及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとします。
一定期間内に協議が整わない時には、それぞれ、事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとします。なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとします。
ウ 指定管理者の指定取消し後の対応
指定管理者の指定取消し後、他の（選定時に決めていた場合は、「第２順位、第３順位の」）法人等と、指定管理予定候補者としての協定締結について協議を行うことがあります。
エ その他
前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、協定で定めます。
（３）協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置
協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合については、町と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。
（４）リスク分担に対する方針
協定締結にあたり、町が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとおりです。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについての方針を示したものです。
	項　　目
	負担者
	備　　考

	
	町
	指定管理者
	

	管理運営
	
	○
	

	施設・設備・備品等維持管理
	○
	
	大規模な改修等

	
	
	○
	消耗品の交換、施設・設備の修繕等

	施設等の使用許可　（付随事務を含む）
	
	○
	行政許可、設置許可、管理許可、行政財産の目的外使用許可は除く

	災害時対応
	○

（指示等）
	○待機体制の確保・被害調査・報告・応急措置
	

	事故、災害等による施設の損傷及び被災者に対する責任
	○
	○指定管理者の責に帰する事由の場合
	

	災害復旧（復旧工事）
	○
	
	

	包括的管理責任
	○
	
	

	施設に対する各種保険の加入
	
	○
	提案による

	火災保険の加入
	○
	
	

	利用者に係る賠償責任保険の加入
	
	○
	


＊ 疑義のある場合や、定めのない事項については、指定管理者と町が協議の上定めることとします。
（５）その他に関する事項

　　ア 指定管理者はこの仕様書に規定するものの他、指定管理者の業務の内容及び処理

について疑義が生じた場合は別海町と協議し、決定するものとする。

イ 独自事業を行う場合には、行政財産使用料を徴収する場合があります。
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